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LIBOR 公表停止問題に係る「Dear CEO Letter」の発出について 

○  LIBOR からの移行に向けて、主要国・地域の海外当局は、主要な金融機

関の経営トップに対して、LIBOR 公表停止問題への対応を促すとともに、

個別金融機関の対応状況を確認するため、「Dear CEO Letter」（以下、「レ

ター」）を発出し、対応状況の報告を求めている。 

〇  金融庁としても、2021 年末の公表停止まで残り約１年半を切る中、本邦

金融機関の対応をさらに加速させるため、今月、日本銀行と連名で、主要

な金融機関の経営トップに対してレターを発出した。レターの内容として

は、①求められる対応を示すとともに、②対応状況について確認できる資

料の提出を求めている。 

○  足元、新型コロナウイルス感染症の影響が広がる中、３月 25 日、英国

では、金融当局（BOE、FCA）及び検討委員会が連名で、「2021 年末という

LIBOR 移行作業の期限に変更はない」旨のステートメントを公表しており、

本邦としても、引き続き、2021 年末という時限を前提として、LIBOR 公表

停止問題への対応を進めていただくことが重要。 

〇 なお、今回レターを受け取っていない金融機関においても、対応が不要

ということではなく、経営陣による主体的かつ積極的な関与の下で、レタ

ーの内容も参考にしつつ、LIBOR 公表停止に備えた対応をより一層進めて

頂くことを期待している。 

〇 レター内容に対する具体的な質問等がある場合には、総合政策局リスク

分析総括課に個別に問い合わせていただきたい。 

 

 

 


